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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 
 

1.商号 
三 田 証 券 株 式 会 社 

 
2.登録年月日（登録番号） 

２００７年９月３０日（関東財務局長（金商）第１７５号） 
 

3.沿革及び経営の組織 
（１） 会社の沿革 

年  月 沿     革 
１９４９年 ７月 中央区日本橋茅場町１－１８ 営業開始 
１９６８年 ４月 証券業免許取得 
１９８４年１１月 中央区日本橋茅場町１－２－１４ 本店移転 
１９９８年１２月 証券業登録 
１９９９年 ３月 中央区日本橋茅場町１－６－１７ 本店移転 
２００３年 ３月 貸金業登録（東京都） 
２００３年 ４月 東京証券取引所総合取引参加者資格取得 
２００３年１０月 元引受業務認可取得 
２００４年１２月 ジャスダック証券取引所取引資格取得 
２００５年 １月 札幌証券取引所特定正会員加入 
２００７年 ９月 大阪証券取引所取引参加者資格取得 

第一種金融商品取引業登録 
２００８年１２月 札幌証券取引所特定正会員脱退 
２００９年 ９月 TOKYO AIM 取引所取引参加者資格取得 
２０１０年 ４月 第二種金融商品取引業登録 
２０１０年 ８月 社団法人金融先物取引業協会加入 
２０１０年 ９月 ユニマット証券株式会社を吸収合併 

東京金融取引所参加者資格取得 
中央区日本橋兜町３－１１ 本店移転 

２０１１年 ４月 宅地建物取引業免許取得（東京都） 
２０１１年 ７月 社団法人東京都宅地建物取引業協会加入 
２０１２年 ２月 投資助言・代理業登録 
２０１２年 ５月 社団法人日本証券投資顧問業協会加入 
２０１２年１２月 東京金融取引所参加者資格喪失 
２０１３年 １月 一般社団法人金融先物取引業協会（旧：社団法人金融先物取引業

協会）退会 
２０１３年 ３月 投資助言・代理業廃止（廃止登録は平成２５年４月） 

一般社団法人日本投資顧問業協会（旧：社団法人日本証券投資顧

問業協会）退会 
２０１４年 ６月 不動産特定共同事業法に基づく第一号事業ならびに第二号事業

に係る許可を取得 
２０１４年１２月 シンガポール支店の設置 
２０１６年１２月 不動産特定共同事業法に基づく第三号事業ならびに第四号事業

に係る許可を取得 
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２０１７年 ４月 日本貸金業協会加入 
２０１７年 ８月 EJ Consultancy Services 社（シンガポール）を買収子会社化 
２０１７年１２月 宅地建物取引業免許登録変更（東京都から国土交通大臣へ） 
２０１９年 ６月 シンガポールに Mita Securities Global Consulting Pte. Ltd.を設立 
２０１９年 ８月 宅地建物取引業免許登録変更（国土交通大臣から東京都へ） 
２０１９年１１月 三田グローバルファイナンス株式会社を設立 

 
 

（２）経営の組織 

経 理 部

シ ス テ ム 部

総 務 部

クライアント･リレーション本部

投 資 銀 行 本 部

デ ィ ー リ ン グ 本 部

商 品 本 部

管 理 本 部

シ ス テ ム リ ス ク 委 員 会

コ ン プ ラ イ ア ン ス 委 員 会

税 務 ア ド バ イ ス 室

不 動 産 本 部

取 締 役 社 長

監 査 部

取 締 役 会

監 査 役

財 務 本 部

ウ ェ ル ス マ ネ ジ メ ン ト 部

リ テ ー ル 営 業 部

コ ン プ ラ イ ア ン ス 部

管 理 部

審 査 部

 
 
4.株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総

株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 
氏 名 又 は 名 称 保有株数 割 合 

１.三田 邦博 株 
普通株式 2,035,700 

％ 
55.03 

２.三田 真梨子 甲種株式  777,500   21.01 

３.M&Y STARS GLOBAL PTE.LTD. 甲種株式  634,400  17.15 
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４.株式会社十全 普通株式   90,000   2.43 

５.清水 幸裕 普通株式   56,000     1.51 
６.エピック・パートナーズ・ 

インベストメンツ株式会社 普通株式   30,000     0.81 

７.河野 哲丸 普通株式   20,000     0.54 

８.藤田 孝則 普通株式   12,500    0.33 

９.門倉 健仁 普通株式   10,000   0.27 

10.中尾 雄二 普通株式   10,000     0.27 

その他（  ７名）  0.58    

計    １７ 名      100.00 

※自己株株式 1,014,500 株は除く 
 
5.役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 代表権

の有無 
常勤・非

常勤の別 
取締役社長 三 田 邦 博 有 常 勤 

取締役管理本部長 中 尾 雄 二 無 常 勤 

取締役ディーリング本部長 門 倉 健 仁 無 常 勤 

取締役投資銀行本部長 仲 本 司 無 常 勤 

取締役クライアント・リレーション本部長 茶 木 匡 史 無 常 勤 

取締役財務本部長 石 橋 重 成 無 常 勤 

取締役 デービッド・アトキンソン 無 非常勤 

監査役 藤 本 欣 伸 ---- 非常勤 

監査役 清 水 幸 裕 ---- 非常勤 
 

6.政令で定める使用人の氏名 
（１）金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する

者の氏名 
氏  名 役 職 名 
阿部 泰明 コンプライアンス部 課長 

 
（２）投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用（その指図を含む。）を行う

部門を統括する者の氏名 
該当なし 
 

（３）投資助言・代理業に関し、法第２９条の２第１項第６号の営業所又は事務所の業

務を統括する者の氏名 
該当なし 
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7.業務の種別 

・ 金融商品取引法第２８条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 
・ 金融商品取引法第２８条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 
・ 金融商品取引法第２８条第１項第３号ロに掲げる行為に係る業務 
・ 金融商品取引法第２８条第１項第３号ハに掲げる行為に係る業務 
・ 有価証券等管理業務 
・ 第二種金融商品取引業 

 
8.本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名  称 所  在  地 

本   店 〒103-0026 
東京都中央区日本橋兜町３番１１号 

大 阪 支 店 
〒541-0054 
大阪府大阪市中央区南本町一丁目７番１５号 
明治安田生命堺筋本町ビル８Ｆ 

シンガポール支店 シンガポール共和国（069534） 
105 CECIL STREET #24-02 THE OCTAGON 

 
9.他に行っている事業の種類 
・ 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業その他金銭の貸付け又は金銭の貸借の媒

介に係る業務 
・ 保険業法第２条第２６項に規定する保険募集に係る業務 
・ 自ら所有する不動産の賃貸に係る業務 
・ 宅地建物取引業法第２条第２号に規定する宅地建物取引業又は同条１号に規定す

る宅地若しくは建物の賃貸に係る業務 
・ 不動産特定共同事業法第２条第４項に規定する不動産特定共同事業 
 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 
・苦情等の受付 

顧客からの苦情等の申し出は、管理本部コンプライアンス部のほか、各営業単位の本

部長、支店長又は本部長が指名する者において受け付ける。 
・苦情等解決の為の外部機関等の利用 

当社の業務に関する苦情等の解決については、迅速・公平かつ適切な対応を旨とし、

業務の種別ごとに以下の措置を講じる。 
1. 特定第一種金融商品取引業務 

苦情処理措置及び紛争解決措置として、特定非営利活動法人証券・金融商品あっせ

ん相談センター(FINMAC) との間で特定第1種金融商品取引業に係る手続き実施基

本契約を締結する措置。 
2. 特定第二種金融商品取引業務 

苦情処理措置及び紛争解決措置として、認定投資者保護団体としての FINMAC に

対象事業者として利用登録する措置。 
なお、当社は以上のほか、当社の行う貸金業務については、指定紛争解決機関で

ある日本貸金業協会との間で、紛争解決等業務に係る手続実施基本契約を締結す

る措置をとっています。 
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11.加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

（加入する金融商品取引業協会） 
 日本証券業協会 
（対象事業者となる認定投資者保護団体） 
特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（FINMAC） 

 
12.会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 株式会社東京証券取引所 
株式会社大阪取引所 

 
13.加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 
 

1. 当期の業務の概要 
当事業年度における日本経済は、米中貿易戦争や消費増税の影響により景気の足元が

ぐらつく中、コロナウィルス（Covid-19）の爆発的流行（パンデミック）が起こり、年度

末にかけて著しい低迷を余儀なくされました。 
国内株式市場は、米中貿易戦争のあおりを受け、企業業績の悪化が続きましたが、日経

平均株価は緩やかな上昇基調を持続し、今年 1 月には 24,000 円を回復する場面もみられ

ました。しかし、コロナウィルスの感染拡大に起因した経済活動の制約から、世界中で株

価や原油価格が急落すると、日経平均株価もかつてない速度で下落し、一時 16,000 円台

前半を記録しました。 
そのような環境下、当社の経営も苦戦が続きました。主力部門であるクライアント・リ

レーション本部は、投資家の需要を掘り起こすことができず、収益が低迷しました。投資

銀行本部も、既存事業が伸び悩みました。一方、債券市場の上昇から、同業者や大口債券

投資家の取引が活発化し、商品本部が収益を伸ばしました。また、今年 2 月まで相場変動

（ボラティリティ）の低さから苦戦を続けていたディーリング本部が、今年 2 月以降の記

録的ボラティリティで息を吹き返し、部門最高益を記録するに至りました。 
結果として、事業計画に近い収益を確保し、17 期連続で最終黒字を計上することがで

きました。事業・商品・サービスの高度な分散が収益の長期安定に寄与していると考えて

おります。 
以下に、当事業年度の損益計算書の詳細を説明します。 

  
【受入手数料】 
受入手数料の合計は 312,902 千円（前期比 118.9%）となりました。内訳は以下の通りで

す。 
（委託手数料）株式市場が今年一時 24,000 円を回復する局面があったものの、取引数量

は盛り上がりに欠け、委託手数料は 114,971 千円（前期比 102.8%）にとどまりました。 
（募集手数料）株式市場の世界的なボラティリティ低下から、当社が扱うヘッジファン

ドの運用成績は精彩を欠き、ファンドの販売は低迷しました。ベンチャー企業投資や

不動産投資を行う当社オリジナルファンドを新規組成しましたが、募集手数料は

97,220 千円（前期比 139.0%）と、低水準でした。 
（その他の受入手数料・引受手数料）投資信託の預り残高が伸び悩んだため、その他の受

入手数料は 77,810 千円（前期比 108.6%）となりました。引受手数料は 22,900 千円

（233.6％）となりました。 
  
【トレーディング損益】 
トレーディング益は 2,563,957 千円（前期比 91.2%）となりました。 
うち、株式トレーディング益は、2,186,795 千円（前期比 85.1%）となりました。前事業

年度に大きなワラントのトレーディング益を計上した反動から、収益こそ前期比マイナス

となったものの、ディーリング本部の部門収益は過去最高益を二期連続で更新しています。

また、ワラントのトレーディング益も株式トレーディング益を底上げしました。 
債券トレーディング益は、341,341 千円（前期比 139.5%）と増加しました。主要先進国

の債券価格が大きく上昇したことから、取引が活発になりました。大口債券投資家からの

資金導入も進みました。 
  
 



 8 

 
【金融収益】 

金融収益は 614,474 千円（前期比 65.8%）と減少しました。信用取引に係る金融収益、

貸金業の受取利息、ファクタリング手数料が軒並み減少しました。 
  
【その他の営業収益】 

その他の営業収益は 215,555 千円（前期比 59.1%）となりました。ＴＯＢ代理人業務を

5 件受任しましたが、それ以外のアドバイザリー業務等は苦戦しました。前事業年度に

大きな不動産仲介手数料を得た分の反動から前期比大幅なマイナスを記録しました。 
 
【金融費用】 

金融費用は 140,885 千円（前期比 51.9%）となりました。金融収益の減少から、バック

ファイナンスの需要が低下し、金融費用も減少しています。 
  
以上の結果、当事業年度の純営業収益は 3,566,003 千円（前期比 87.0%）となりました。 
 
【販売費及び一般管理費】 
販売費及び一般管理費の合計は 2,919,909 千円（前期比 101.4%）となりました。 
ディーリング部門が好調だったため、ディーラー向け報酬が大幅に増加しました。 

  
以上の結果、当事業年度の営業利益は 646,094 千円（前期比 52.9%）、経常利益は 671,308
千円（前期比 52.4%）、税引前当期純利益は 667,040 千円（前期比 52.3%）、当期純利益

は 474,753 千円（前期比 47.5%）となりました。 
  

 
2.業務の状況を示す指標 
（１） 経営成績等の推移                   （単位：百万円） 

 2018 年 3 月 期 2 0 1 9 年 3 月 期 2 0 2 0 年 3 月 期 
資 本 金 500 500 500 
発行済株式数 
  普通株式 
  甲種株式 

 
4,713 千株 

― 千株 

 
2,287 千株 
1,411 千株 

 
2,287 千株 
1,411 千株 

営 業 収 益 3,092 4,369 3,706 
受入手数料 300 263 312 
（委託手数料） 139 111 114 
（引受け・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

手数料） 
14 9 22 

（募集・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の取

扱い手数料） 
74 69 97 

（その他の受入手数料） 71 71 77 
((受益証券)) 63 59 53 

トレ ーデ ィン グ損 益 1,751 2,808 2,563 
（株 券 等） 1,423 2,569 2,186 
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（債  券） 328 244 341 
（そ の 他） △0 △5 35 
純営業収益 2,885 4,098 3,566 
経 常 利 益 481 1,280 671 
当期純利益 329 997 474 

 
 
（２） 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の推移                 （単位：百万円） 
 2018 年 3 月期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 
自   己 3,098,078 3,633,313 1,977,133 
委   託 94,758 156,398 137,679 

計 3,192,837 3,789,712 2,114,812 
 
 
② 有価証券引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 
（単位：百万円） 

区 分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 
募集の 
取扱高 

売出しの

取扱高 
私募の 
取扱高 

特定投

資家向

け売付

け勧誘

等の 
取扱高 

２
０
１
８
年
３
月
期 

株券 45 － － － 45 － － 
国債証券 －   －  － － 
地方債証券 －   －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
社債券 1,470 － － － － 1,230 － 
受益証券    17,246 － 2,083 － 
その他 － － － － － － － 
合計 1,515 － － 17,246 45 3,313 － 

２
０
１
９
年
３
月
期 

株券 － － － 1 － 1,164 － 
国債証券 －   －  － － 
地方債証券 －   －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
社債券 980 － － － － 950 － 
受益証券    13,036 － 2,121 － 
その他 － － － － － － － 
合計 980 － － 13,037 － 4,235 － 

２
０
２
０

年
３
月
期 

株券 － － － 2 － － － 
国債証券 －   －  － － 
地方債証券 －   －  － － 
特殊債券 － － － － － － － 
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社債券 2,290 － － － － 2,290 － 
受益証券    24,901 － 469 － 
その他 － － － － － － 1,470 
合計 2,290 － － 24,903 － 2,759 1,470 

 
 

（３） その他業務の状況                      （単位：百万円） 
 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 
貸金業の貸付残高 21,484 6,203 6,832 
生命保険募集業務の収益 1 1 0 
宅地建物取引業務の収益 40 84 17 

 
（４）自己資本規制比率の状況                 （単位：％、百万円） 

 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 
自 己 資 本 規 制 比 率 
（Ａ／Ｂ×100） 307.1 353.9 367.9 

固定化されていない自己資本（Ａ） 4,347 4,943 5,318 
リ ス ク 相 当 額 （ Ｂ ） 1,415 1,396 1,445 
  
  
  

市場リスク相当額 285 196 244 
取引先リスク相当額 488 508 488 
基礎的リスク相当額 641 691 713 

 
固定化されていない自己資本の額には、以下の短期劣後特約付社債が含まれています。 
 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 

発行額 500 百万円 500 百万円 500 百万円 
発行日 2018 年 1 月 25 日 2018 年 1 月 25 日 2020 年 1 月 27 日 
償還日 2020 年 1 月 27 日 2020 年 1 月 27 日 2022 年 1 月 27 日 

 
 
（５）使用人の総数及び外務員の総数                  （単位：名） 

区  分 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 
使  用  人 84 82 82 
（うち外務員） 71 71 70 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 
 

1.経理の状況 
別 紙 の と お り 

 
2.借入金の主要な借入先及び借入金額                （単位：百万円） 

借  入  先 2019 年 3 月 31 日現在 
借 入 金 額 

2020 年 3 月 31 日現在 
借 入 金 額 

短期借入金 
 りそな銀行 
きらぼし銀行 
東京証券信用組合 
みずほ銀行 
東日本銀行 
日本証券金融 

 
1,500 

900 
500 
390 
400 

1,500 

 
2,000 
1,100 

500 
300 
600 

1,800 

信用取引借入金 
 日本証券金融 

4,081 
4,081 

2,710 
2,710 

 
3.保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）

の取得価額、時価及び評価損益 
              （単位：百万円） 

 2019 年３月期 2020 年３月期 
取得価額 時 価 評価損益 取得価額 時 価 評価損益 

1.流動資産 
株 式 
債 券 
その他 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

― 
― 
― 
― 

2.固定資産 
株 式 
債 券 
その他 

1,109 
190 
― 

918 

1,109 
190 
― 

918 

― 
 ― 
― 
― 

1,250 
240 
― 

1,009 

1,250 
240 
― 

1,009 

― 
 ― 
― 
― 

 合 計 1,109 1,109 ― 1,250 1,250 ― 
 
 
4.デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）

の契約価額、時価及び評価損益 
2019 年３月期、2020 年３月期ともに該当ありません。 

   
5.財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、会社法第４３６条第２項の規定に基づき、2019 年３月期は至誠清新監査

法人、2020 年 3 月期は Moore 至誠監査法人の監査を受け、それぞれ監査報告書を

受領しております。 
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Ⅳ 管理の状況 
1.内部管理の状況の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１） 内部管理統括責任者は、①社内全体に法令遵守の営業姿勢を徹底させ、適切な

投資勧誘、顧客管理体制の整備、②行政官庁、日本証券業協会、その他自主規

制機関との適切な連絡、調整につとめております。 
（２） 内部管理統括補助責任者は、内部管理統括責任者の職務を分担し、内部管理統

括責任者にその遂行状況を適宜報告しております。 
（３） 営業責任者は、各営業単位の役社員に対し金融商品取引法その他法令諸規則を

遵守させ、適切な投資勧誘、顧客管理が行われるよう、指導・監督しておりま

す。 
（４） 内部管理責任者は、営業活動が金融商品取引法その他法令諸規則に準拠し、適

正に遂行されているかの管理及び指導を行っております。 
（５） 監査部は、①金融商品取引法その他法令諸規則の遵守態勢、②リスク管理態勢、

③その他内部管理の状況について監査しております。 
（６） コンプライアンス委員会は、内部管理統括責任者を委員長とし内部管理を担当

する主要な役社員で構成され、当社のコンプライアンスに係る事案について幅

広く検討し、法令諸規則違反の未然防止、法令諸規則の遵守態勢強化に資する

ことを目的として定期的に開催しております。また、同委員会で検討した結果

等は取締役会に報告しております。 
（７） 顧客からの相談及び苦情（以下「苦情等」という。）に関しては、管理本部コン

プライアンス部を苦情等受付専門部署とし、内部管理統括責任者は、苦情等に

対する迅速・公平かつ適切な対応を図る観点から、顧客からの苦情等に関する

対応方針を決定し、当該方針に基づいて、関係部署を指導監督するとともに、

苦情等対応の進捗状況を管理する等、苦情等対応の全般を統括しております。 
 

2.分別管理等の状況 
（１）金融商品取引法第 43 条の２の規定に基づく分別管理の状況 
①顧客分別金信託の状況                   （単位：百万円） 

項  目 2019 年 3 月 31 日 
現在の金額 

2020 年 3 月 31 日 
現在の金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 1,815 3,646 

期末日現在の顧客分別金

信託額 1,860 3,690 

取締役社長 

内部管理統括責任者 

営 業 責 任 者 

内部管理責任者 

内部管理統括補助責任者 コンプ

ライア

ンス部 

監査部 

コンプライアンス委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

取締役会 
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期末日現在の顧客分別金

必要額 1,820 3,377 

 
 

② 有価証券の分別管理の状況 
イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2019 年 3 月 31 日現在 2020 年 3 月 31 日現在 
国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株 券 株 数 475,940千株 4 千株 413,097 千株 20 千株 
債 券 額面金額 3,510 百万円 11,397 百万円 11,667百万円 30,429 百万円 
受益証券 口 数 5,811 百万口 8,913 百万円 6,343 百万口 8,643 百万円 
そ の 他 額面金額 ― ― ― ― 

 
ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 2019 年 3 月 31 日現在 2020 年 3 月 31 日現在 
数 量 数 量 

株 券 株 数 6,756 千株 6,807 千株 

債 券 額面金額 1,802 百万円 1,252 百万円 

受益証券 口 数 51 百万口 ― 

そ の 他 額面金額 ― ― 
 

ハ 管理の状況 
当社における顧客資産の分別保管については、法令・諸規則及び当社の「分

別保管に関する規程」の定めるところにより行っております。 
（金銭の分別保管） 
日証金信託銀行、りそな銀行と顧客分別金信託契約を締結し、毎営業日を差

替計算基準日と定め、計算の結果、顧客分別金必要額に不足が生じた場合は、

差替計算基準日の翌営業日から起算して３営業日目に金銭の追加信託を行

っております。 
（有価証券の分別保管） 
有価証券の分別保管は、主に次の方法により行っております。 
顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価証券は、原則と

して、証券保管振替機構において、帳簿等により当社の固有財産である有価

証券その他の顧客有価証券以外の有価証券と顧客有価証券を区分管理し、混

蔵して保管しております。また、顧客有価証券については、当社の帳簿等に

より各顧客の持分が直ちに判断できるよう管理しております。但し、顧客の

申し出等により機構へ再寄託しない有価証券については、当社金庫等におい

て、固有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券についてどの

顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管しております。なお、

社債、株式等の振替に関する法律に基づく振替決済制度において取り扱う社債、

株式等（国債を除く）については、同法の規定に基づき、証券保管振替機構に

おいて、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券

については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態



 14 

で管理しております。 
 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 
該当なし 

 
（２） 金融商品取引法第 43 条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

該当なし 
 

（３） 金融商品取引法第 43 条の３の規定に基づく区分管理の状況 
該当なし 
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 Ⅴ 連結子会社等の状況に関する事項 
 

1.企業集団の構成 

EJ ASSOCIATES PTE.LTD.
保有議決権割合100％

MTキャピタル合同会社

合同会社ビートル

合同会社ビートル2号

合同会社ビートル4号

京町家第二号任意組合

保有議決権割合100％

保有議決権割合100％

保有議決権割合100％

保有議決権割合100％

業務執行組合員

三
　
田
　
証
　
券
　
株
　
式
　
会
　
社

MITA SECURITIES GLOBAL
CONSULTING PTE.LTD.

業務執行組合員

業務執行組合員

業務執行組合員

保有議決権割合100％

保有議決権割合100％

保有議決権割合88％

業務執行組合員

京町家第四号任意組合

湯島第一号任意組合

小石川レジデンシャル任意組合

三田グローバルファイナンス株式会社

EJ CONSULTANCY SERVICES PTE.LTD.

京町家第三号任意組合
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2.子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金等の額、事業の

内容等 

商号又は名称 本 店 
所在地 

資本金 
（千円） 事業内容 

当社及
び子会
社等の
保有す
る議決
権の数 

子法人等の
総株主の議
決権に占め
る当該保有
する議決権
の割合（％） 

ＭＴキャピタル合同
会社 

東京都 
中央区 500 

・匿名組合契約に基

づく投資及び投

資受託に関する

事業 
1 100.0 

合同会社 
ビートル 

東京都 
中央区 500 

・ホテル、旅
館及び飲食
店の経営 

1 100.0 

合同会社 
ビートル２ 

東京都 
中央区 500 

・ホテル、旅
館及び飲食
店の経営 

1 100.0 

合同会社 
ビートル４ 

東京都 
中央区 500 

・ホテル、旅
館及び飲食
店の経営 

1 100.0 

京町家第二号 
任意組合 

東京都 
中央区 ― ・不動産特定共同

事業 ― ― 

京町家第三号 
任意組合 

東京都 
中央区 ― ・不動産特定共同

事業 ― ― 

京町家第四号 
任意組合 

東京都 
中央区 ― ・不動産特定共同

事業 ― ― 

湯島第一号 
任意組合 

東京都 
中央区 ― ・不動産特定共同

事業 ― ― 

小石川レジデンシャル

任意組合 
東京都 
中央区 

― ・不動産特定共同
事業 ― ― 

三田グローバルファイ

ナンス(株) 
東京都 
中央区 

50,000 ・貸金業 1 100.0 

MITA Securities 
Global Consulting 
PTE. Ltd 

SINGAPORE 
     

1,000 
(SGD) 

・コンサルティン
グサービス業  100.0 

 

EJ Consultancy 
Services PTE. Ltd SINGAPORE 

   
56,818 
(SGD) 

・会計事業  88.0 

EJ Associates 
PTE. Ltd. SINGAPORE 

10 
(SGD) 

・コンサルティン
グサービス業  0.0 

※[100.0] 

   ※議決権の割合の[ ]内は、同意している者及び緊密な者の保有割合を記入。 

 



 

（ 別 紙 ） 

 
 

貸  借  対  照  表 

（ 2019 年 3 月期、2020 年 3 月期 ） 

 

損  益  計  算  書 

（ 2019 年 3 月期、2020 年 3 月期 ） 

 

株主資本等変動計算書 

（ 2019 年 3 月期、2020 年 3 月期 ） 

 

個 別 注 記 表 

（ 2019 年 3 月期、2020 年 3 月期 ） 

 
 
 



（単位：千円）

2019年3月期 2020年3月期

流 動 資 産 21,095,778 23,064,007

現金及び預金 1,590,289 2,828,705

預託金 1,860,000 3,690,000

トレーディング商品 1,321,322 1,622,275

商品有価証券等 1,320,482 1,621,295

デリバティブ取引 840 980

約定見返勘定 702,314 ―

信用取引資産 5,696,349 4,821,582

信用取引貸付金 4,139,479 3,407,281

信用取引借証券担保金 1,556,869 1,414,301

募集等払込金 12,879 38,650

短期差入保証金 2,101,791 2,293,882

短期貸付金 6,255,171 6,878,211

金銭債権未収入金 1,353,439 770,025

前払金 116,888 15,748

前払費用 1,151 844

未収入金 ― 13,544

未収収益 90,421 84,134

未収還付法人税等 ― 20,829

その他の流動資産 10,181 82

貸倒引当金 △ 16,421 △ 14,510

固 定 資 産 2,045,205 2,104,810

有形固定資産 58,185 176,484

建物 42,522 37,243

器具及び備品 15,448 19,057

車輛運搬具 213 0

賃貸資産 ― 120,183

無形固定資産 23,390 25,130

投資その他の資産 1,963,629 1,903,196

投資有価証券 201,587 273,589

関係会社株式 ― 50,000

関係会社出資金 908,269 927,125

長期貸付金 623,758 476,508

長期差入保証金 53,397 54,545

長期前払費用 7,252 7,818

繰延税金資産 167,765 111,786

破産更生債権等 97,397 95,397

その他の投資等 641 641

貸倒引当金 △ 96,441 △ 94,216

23,140,984 25,168,818

科  目

資 産 の 部

貸 借 対 照 表

資 産 合 計



2019年3月期 2020年3月期

流 動 負 債 16,207,890 17,537,353

トレーディング商品 677,778 442,899

商品有価証券等 675,899 442,898

デリバティブ取引 1,878 0

約定見返勘定 ― 481,529

信用取引負債 4,218,486 3,242,692

信用取引借入金 4,081,308 2,710,939

信用取引貸証券受入金 137,177 531,753

預り金 1,269,914 3,022,583

受入保証金 1,451,548 1,600,231

短期借入金 5,680,000 7,120,000

一年以内償還予定の社債 500,000 ―

金銭債権未払金 34,425 23,255

前受金 11,368 9,957

前受収益 3,729 6,065

未払金 1,555,487 1,319,429

未払費用 12,376 32,240

未払法人税等 379,054 16,456

賞与引当金 413,279 220,012

その他の流動負債 442 ―

固 定 負 債 33,971 535,111

社債 ― 500,000

退職給付引当金 20,091 23,411

業績連動型賞与引当金 3,880 5,700

その他の固定負債 10,000 6,000

特別法上の準備金 19,184 23,452

金融商品取引責任準備金 19,184 23,452

16,261,046 18,095,916

株 主 資 本 6,879,937 7,072,901

資本金 500,000 500,000

利益剰余金 6,625,233 6,818,197

利益準備金 97,584 125,000

その他利益剰余金 6,527,649 6,693,197

　別途積立金 5,529,964 6,218,444

　繰越利益剰余金 997,684 474,753

自己株式 △245,296 △245,296

6,879,937 7,072,901

23,140,984 25,168,818

科  目

負 債 の 部

負  債  合  計

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

純 資 産 の 部



（単位：千円）

2019年3月期 2020年3月期

営　業　収　益 4,369,080 3,706,889

受入手数料 263,099 312,902

委託手数料 (111,757) (114,971)

引受・売出･特定投資家向け売付勧誘等の手数料 (9,800) (22,900)

募集・売出･特定投資家向け売付勧誘等の取扱手数料 (69,935) (97,220)

その他の受入手数料 (71,605) (77,810)

トレーディング損益 2,808,818 2,563,957

金融収益 932,617 614,474

その他の営業収益 364,545 215,555

金　融　費　用 270,970 140,885

4,098,110 3,566,003

販売費及び一般管理費 2,876,973 2,919,909

取引関係費 (409,391) (368,450)

人件費 (1,987,195) (2,069,749)

不動産関係費 (78,039) (68,935)

事務費 (208,639) (223,839)

減価償却費 (28,620) (35,594)

租税公課 (140,482) (142,874)

貸倒引当金繰入額 (2,772) (―)

その他 (21,833) (10,465)

1,221,136 646,094

営　業　外　損　益

営業外収益 59,187 30,449

営業外費用 ― 5,235

1,280,324 671,308

特　別　損　益

特別利益 ― ―

金融商品取引責任準備金戻入 (―) (―)

特別損失 5,856 4,267

金融商品取引責任準備金繰入 (5,856) (4,267)

1,274,467 667,040

378,394 136,308

△101,611 55,978

997,684 474,753当　 期　 純　 利 　益

経

 

常

 

損

 

益

 

の

 

部

特

別

損

益

の

部

営  業  利  益

純　営　業　収　益

経　常　利　益

損 益 計 算 書

科   目

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額



（単位：千円）

2019年3月期 2020年3月期

資本金 当期首残高 500,000 500,000

当期変動額 ― ―

当期末残高 500,000 500,000

利益剰余金

利益準備金 当期首残高 92,109 97,584

当期変動額 剰余金の配当 5,474 27,415

当期末残高 97,584 125,000

その他利益剰余金

別途積立金 当期首残高 5,260,265 5,529,964

当期変動額 別途積立金の積立 269,699 688,479

当期末残高 5,529,964 6,218,444

繰越利益剰余金 当期首残高 329,920 997,684

当期変動額 剰余金の配当 △ 60,221 △ 309,204

別途積立金の積立 △ 269,699 △ 688,479

当期純利益 997,684 474,753

当期末残高 997,684 474,753

利益剰余金合計 当期首残高 5,682,295 6,625,233

当期変動額 942,937 192,964

当期末残高 6,625,233 6,818,197

自己株式 当期首残高 △ 245,296 △ 245,296

当期変動額 自己株式の取得 ― ―

当期末残高 △ 245,296 △ 245,296

株主資本合計 当期首残高 5,936,999 6,879,937

当期変動額 942,937 192,964

当期末残高 6,879,937 7,072,901

 純資産合計 当期首残高 5,936,999 6,879,937

当期変動額 942,937 192,964

当期末残高 6,879,937 7,072,901

株主資本等変動計算書

 株 主 資 本



個 別 注 記 表 
（ 2019 年３月期 ） 

 
計算書類は「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7 日法務省令第 13 号）のほか「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号）及び「有価証券関連業経理の統一

に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成してお

ります。 
 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 売買目的有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
(2) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 
(3) その他有価証券 

時価のあるもの 
      合理的に算定された価格を採用しております。 

時価を把握することが極めて困難と認められるもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 
 

2. デリバティブの評価基準及び評価方法 
時価法を採用しております。 
 

3. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（2016 年 4 月 1 日以降に取得した建

物附属設備を含む）については定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 8 年～34 年 
器具及び備品  3 年～15 年 
車 輛 運 搬 具  6 年 

(2) 無形固定資産 
 定額法を採用しております。 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5 年）

に基づく定額法を採用しております。 
(3) 長期前払費用 

 定額法を採用しております。 
 

4. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 
(2) 賞与引当金 

従業員等の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 
(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる 
額を退職給付引当金として計上しております。 

(4) 業績連動型賞与引当金 
一部の従業員等に対して支給する業績連動賞与の支払いに備えるため、当事業年度

末において発生していると認められる額を業績連動型賞与引当金として計上してお

ります。 



5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
 

6. 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
Ⅱ 表示方法の変更に関する注記 
   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 2018 年 2 月 16

日）等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示する方法に変更しました。 
 
 
Ⅲ 貸借対照表等に関する注記 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
(1) 担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金  944,596 千円  
金銭債権未収入金 52,277 千円  
建 物 22,231 千円  

計 1,019,105 千円  
(2) 担保に係る債務  

短 期 借 入 金  4,980,000 千円  
 

2. 差し入れた有価証券の時価額は次のとおりであります。 
信用取引貸証券 132,144 千円  
信用取引借入金の本担保証券 4,032,881 千円  
消費貸借契約により貸し付けた有価証券 260,220 千円  
差入保証金代用有価証券 1,832,190 千円  
その他担保として差し入れた有価証券 9,305,419 千円  

 
3. 差入れを受けた有価証券の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券 3,901,959 千円  
信用取引借証券 1,529,723 千円  
受入保証金代用有価証券 14,120,021 千円  
その他担保として受け入れた有価証券で、自由処分権の付されたもの  12,179,175 千円  

 
4. 有形固定資産の減価償却累計額 

 
5. 関係会社に対する金銭債権 

短期金銭債権 49,713 千円 
 

6. 一年以内償還予定の社債 
「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 176 条に定める劣後債務となります。 
 

7. 金融商品取引責任準備金 
 証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5 及び「金融商品取引業

等に関する内閣府令」に定めるところにより算出した額を計上しております。 
 
Ⅳ 損益計算書に関する注記 

1. 関係会社との取引高 
営業取引による取引高   
営業収益 156,026 千円  
販売費及び一般管理費 2,561 千円  

営業取引以外の取引高 21,479 千円  
 
 

  186,793 千円  



Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記 
1. 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 
普通株式 4,713,600 ― 1,411,900 3,301,700 
甲種株式 ― 1,411,900 ― 1,411,900 

 (注) 普通株式の減少及び甲種株式の増加は、臨時株主総会決議による普通株式から甲種株式

への変更であります。 
 
 

2. 自己株式の数に関する事項 
株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 

普通株式 1,014,500 ― ― 1,014,500 
 

 
3. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 2018 年 6 月 20 日開催の第 70 期定時株主総会決議による配当に関する事項 
配 当 金 の 総 額   54,746 千円 
１ 株 当 た り 配 当 額   
    普  通  株 式  14.80 円 
基 準 日  2018 年 3 月 31 日 
効 力 発 生 日  2018 年 6 月 21 日 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2019 年 6 月 21 日開催の第 71 期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 
配 当 の 原 資   利 益 剰 余 金  
配 当 金 の 総 額   281,789 千円 
１ 株 当 た り 配 当 額   

普  通  株  式  43.20 円 
甲  種  株  式  129.60 円 

基 準 日  2019 年 3 月 31 日 
効 力 発 生 日  2019 年 6 月 24 日 

 
 
Ⅵ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 
繰延税金資産    
 減 価 償 却 超 過 額 

（減損損失含む） 
 67,755 千円  

 減損損失（借地権）  98,487 千円  
 貸倒引当金超過額  34,558 千円  
 賞与引当金超過額  126,546 千円  
 未払金（利益積立）  66,766 千円  
 繰 越 欠 損 金  69,292 千円  
 そ の 他  77,101 千円  
 繰延税金資産小計  540,506 千円  
 評 価 性 引 当 額  △325,724 千円  
 繰延税金資産合計  214,782 千円  
繰延税金負債    
 投 資 有 価 証 券  47,016 千円  
 繰延税金負債合計  47,016 千円  
 繰延税金資産の純額  167,765 千円  

 

（単位：株） 

（単位：株） 



 
Ⅶ 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 
 当社は、トレーディング業務（有価証券の現物取引及び株価指数の先物取引やオプショ

ン取引）、有価証券取引及び市場デリバティブ取引の取次ぎ、金銭債権の売買等の金融商

品取引業のほか、貸金業を行っております。これらの事業を行うため、資金調達につき

ましては、銀行等金融機関や証券金融会社からの間接調達のほか、社債の発行による直

接調達を行っております。また、資金調達の期限等については、金融環境に即した短期

の資金を主に調達し、資金コストの抑制に努めております。 
さらに、事業・投資に係るリスクを管理するため、「リスク管理規程」に基づき日々リ

スク額を算出し、健全な自己資本規制比率を維持する態勢をとっております。 
 

2. 金融商品の時価等に関する事項 
2019 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含まれておりません（(注 2)をご参照ください）。 
（単位：千円） 

 貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 

(1) 現 金 及 び 預 金  1,590,289 1,590,289 ― 
(2) 預 託 金  1,860,000 1,860,000 ― 
(3) トレーディング商品及びその他有価証券  1,974,549 1,974,549 ― 

① 商 品 有 価 証 券 等  1,320,482 1,320,482 ― 

② そ の 他 有 価 証 券  654,066 654,066 ― 

(4) 信 用 取 引 資 産  5,691,476 5,691,476 ― 

① 信用取引貸付金 (*1) 4,134,606 4,134,606 ― 

② 信用取引借証券担保金 1,556,869 1,556,869 ― 

(5) 短 期 差 入 保 証 金 (*1) 2,099,316 2,099,316 ― 

(6) 短 期 貸 付 金 (*1) 6,247,808 6,247,808 ― 

(7) 金 銭 債 権 未 収 入 金(*1) 1,351,846 1,351,846 ― 

資 産 計 20,815,286 20,815,286 ― 

(1) ト レ ー デ ィ ン グ 商 品  675,899 675,899 ― 
① 商 品 有 価 証 券 等  675,899 675,899 ― 

(2) 信 用 取 引 負 債  4,218,486 4,218,486 ― 
① 信 用 取 引 借 入 金  4,081,308 4,081,308 ― 
② 信用取引貸証券受入金 137,177 137,177 ― 

(3) 預 り 金  1,269,914 1,269,914 ― 
(4) 受 入 保 証 金  1,451,548 1,451,548 ― 
(5) 短 期 借 入 金  5,680,000 5,680,000 ― 
(6) 未 払 金  1,555,487 1,555,487 ― 

負 債 計 14,851,336 14,851,336 ― 
デリバティブ取引(*2)    
  ヘッジ会計が適用されていないもの △1,038 △1,038 ― 

デリバティブ取引 計 △1,038 △1,038 ― 
(*1) 信用取引貸付金、短期差入保証金、短期貸付金及び金銭債権未収入金については、 

これらに対応する一般貸倒引当金を控除しております。 
(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、 
合計で正味の債務となる場合は、△で示しております。 

 



 
（注 1）金融商品の時価の算定方法 
  資 産 

(1) 現金及び預金、(5) 短期差入保証金、(6) 短期貸付金、(7) 金銭債権未収入金 
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 
(2) 預託金 

 顧客分別金信託であり、顧客の意思による入出金等に基づいて金銭の預託が行われる

ことから、短期間で決済されるとみなして帳簿価額を時価としております。 
(3) トレーディング商品及びその他有価証券 

トレーディング商品は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によって

おります。その他有価証券は、合理的に算定された価格を時価としております。 
(4) 信用取引資産 

 顧客の信用取引に伴う顧客への貸付金と証券金融会社への担保金であり、前者は顧客

の意思による反対売買等により決済が行われ、後者は貸借取引業務において日々値洗

いされる担保金であることから、短期間で決済されるとみなして帳簿価額を時価とし

ております。 
 

負 債 
(1) トレーディング商品 

 取引所の価格によっております。 
(2) 信用取引負債 

 顧客及び自己の信用取引に伴う証券金融会社からの借入金と顧客の信用取引に係る

有価証券の売付代金相当額であり、前者は貸借取引業務において日々値洗いされ、後

者は顧客の意思による反対売買等により決済が行われることから、短期間で決済され

るとみなして帳簿価額を時価としております。 
(3) 預り金 

主として顧客から受け入れている預り金であり、当事業年度末に決済された場合の支

払額（帳簿価額）を時価とみなしております。その他の預り金については短期間で決

済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 
(4) 受入保証金、（5）短期借入金、（6）未払金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 
 

デリバティブ取引 
 取引所の価格によっております。 
 

 
（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式 190,929 千円 
関係会社出資金 255,769 千円 

出資金 9,090 千円 
市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、金融商品の時価情報「資産(3)②その他有価証券」

には含まれておりません。 



 
 
Ⅷ 関連当事者との取引に関する注記 

1. 子会社等 

種類 会社等の名称 

議決権

等の所

有（被所

有）割合 

関連当事

者との関

係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
合同会社 

ＵＳプロパティ 

(所有) 
直接 

100％ 

匿名組合

出資等 

匿名組合へ

の 
出資の償還 

150,000 関係会社 

出資金 
― 

投資収益 610 
債権の譲受 

(注 1) 
577,577 未払金 ― 

子会社 
合同会社ＵＳプ

ロパティ 6 号 

(所有) 
直接 

100％ 

匿名組合

出資等 

投資収益 1,999 
関係会社 

出資金 
122,500 

債権の譲渡 
(注 1) 444,628 未収入金 ― 

（注1） 債権の譲受・譲渡については、債権が短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿

価額と近似していることから、帳簿価額を基礎に決定しております。 
 

2. 個人主要株主 

種類 氏名 

議決権等

の所有

（被所

有）割合 

関連当事

者との関

係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の近親

者及び主要

株主 
（個人） 

三田真梨

子 

(被所有) 
直接 

21.01％ 

当社代表

取締役の

子 

資金の貸付 
(注 1) 

― 長期貸付金 623,514 

利息の受取

(注 1) 
8,118 未収収益 6,195 

（注1） 資金の貸付は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 
 

 
Ⅸ 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 2,928 円 01 銭 
1 株当たり当期純利益 220 円 70 銭 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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個 別 注 記 表 
（ 2020 年３月期 ） 

 
計算書類は「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7 日法務省令第 13 号）のほか「金融商品取引業等に関

する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令第 52 号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」

（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。 
 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
 
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
(1) 売買目的有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 
(2) 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 
(3) その他有価証券 

時価のあるもの 
      合理的に算定された価格を採用しております。 

時価を把握することが極めて困難と認められるもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 

 
2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 
 

3. 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 
定率法を採用しております。 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属

設 備及び構築物を含む）については定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 8 年～34 年 
器具及び備品 3 年～15 年 
車 輛 運 搬 具 6 年 
賃 貸 資 産 5 年～20 年 

(2) 無形固定資産 
  定額法を採用しております。 
  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しております。 
(3) 長期前払費用 

      定額法を採用しております。 
 

4. 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
(2) 賞与引当金 
従業員等の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
        従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる 

額を退職給付引当金として計上しております。 
(4) 業績連動型賞与引当金 

一部の従業員等に対して支給する業績連動賞与の支払いに備えるため、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を業績連動型賞与引当金として計上しております。 
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5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 
 

6. 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
 
Ⅱ 貸借対照表等に関する注記 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
(1) 担保に供している資産 

現 金 及 び 預 金  1,095,000 千円  
金銭債権未収入金 87,176 千円  
建 物 12,624 千円  

計 1,194,800 千円  
(2) 担保に係る債務  

短 期 借 入 金  6,220,000 千円  
 

2. 差し入れた有価証券の時価額は次のとおりであります。 
信用取引貸証券 525,726 千円  
信用取引借入金の本担保証券 2,523,100 千円  
消費貸借契約により貸し付けた有価証券 185,813 千円  
差入保証金代用有価証券 1,534,689 千円  
その他担保として差し入れた有価証券 8,944,849 千円  

 
3. 差入れを受けた有価証券の時価額は次のとおりであります。 

信用取引貸付金の本担保証券 2,612,179 千円  
信用取引借証券 
受入証拠金代用有価証券 

944,669 千円 
1,195,980 千円 

 

受入保証金代用有価証券 12,196,041 千円  
その他担保として受け入れた有価証券で、自由処分権の付されたもの  10,611,083 千円  

 
4. 有形固定資産の減価償却累計額 

 
5. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 
短期金銭債務 

46,920 千円 
39,910 千円 

 
6. 社債 

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第 176 条に定める劣後債務となります。 
 

7. 金融商品取引責任準備金 
    証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46 条の 5 及び「金融商品取引業等に関

する内閣府令」に定めるところにより算出した額を計上しております。 
 
 
Ⅲ 損益計算書に関する注記 

1. 関係会社との取引高 
営業取引による取引高   
営業収益 80,361 千円  
販売費及び一般管理費 45,908 千円  
営業取引以外の取引高 14,036 千円  

 

  204,155 千円  
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Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 
1. 発行済株式の総数に関する事項 

株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 
普通株式 3,301,700 ― ― 3,301,700 
甲種株式 1,411,900 ― ― 1,411,900 

 
 

2. 自己株式の数に関する事項 
株式の種類 当期首 増加 減少 当期末 

普通株式 1,014,500 ― ― 1,014,500 
 
 

3. 剰余金の配当に関する事項 
(1) 2019 年 6 月 21 日開催の第 71 期定時株主総会決議による配当に関する事項 

配 当 金 の 総 額  281,789 千円 
１ 株 当 た り 配 当 額   
  普 通 株 式  43.20 円 

甲  種  株  式  129.60 円 
基 準 日  2019 年 3 月 31 日 
効 力 発 生 日  2019 年 6 月 24 日 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2020 年 6 月 18 日開催の第 72 期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 
配 当 の 原 資   利 益 剰 余 金 
配 当 金 の 総 額  137,633 千円 
１ 株 当 た り 配 当 額   

普  通  株  式  21.10 円 
甲  種  株  式  63.30 円 

基 準 日  2020 年 3 月 31 日 
効 力 発 生 日  2020 年 6 月 19 日 

 
 
Ⅴ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 
繰延税金資産    
 減 価 償 却 超 過 額 

（減損損失含む） 
 67,551 千円  

 減損損失（借地権）  98,487 千円  
 貸倒引当金超過額  33,292 千円  
 賞与引当金超過額  67,367 千円  
 未払金（利益積立）  87,032 千円  
 そ の 他  39,077 千円  
 繰延税金資産小計  392,808 千円  
 評 価 性 引 当 額  △234,004 千円  
 繰延税金資産合計  158,803 千円  
繰延税金負債    
 投 資 有 価 証 券  47,016 千円  
 繰延税金負債合計  47,016 千円  
 繰延税金資産の純額  111,786 千円  

 

（単位：株） 

（単位：株） 
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Ⅵ 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 
    当社は、トレーディング業務（有価証券の現物取引及び株価指数の先物取引やオプション取引）、

有価証券取引及び市場デリバティブ取引の取次ぎ、金銭債権の売買等の金融商品取引業のほか、

貸金業を行っております。これらの事業を行うため、資金調達につきましては、銀行等金融機関

や証券金融会社からの間接調達のほか、社債の発行による直接調達を行っております。また、資

金調達の期限等については、金融環境に即した短期の資金を主に調達し、資金コストの抑制に努

めております。 
さらに、事業・投資に係るリスクを管理するため、「リスク管理規程」に基づき日々リスク額

を算出し、健全な自己資本規制比率を維持する態勢をとっております。 
 

2. 金融商品の時価等に関する事項 
2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれてお

りません（(注 2)をご参照ください）。 
（単位：千円） 

 貸借対照表 
計上額 

時 価 差 額 

(1) 現 金 及 び 預 金 2,828,705 2,828,705 ― 
(2) 預 託 金 3,690,000 3,690,000 ― 
(3) トレーディング商品及びその他有価証券  2,287,864 2,287,864 ― 

① 商 品 有 価 証 券 等 1,621,295 1,621,295 ― 

② そ の 他 有 価 証 券 666,568 666,568 ― 

(4) 信 用 取 引 資 産 4,817,905 4,817,905 ― 

① 信用取引貸付金(*1) 3,403,604 3,403,604 ― 

② 信用取引借証券担保金 1,414,301 1,414,301 ― 

(5) 短 期 差 入 保 証 金(*1) 2,291,407 2,291,407 ― 

(6) 短 期 貸 付 金(*1) 6,870,789 6,870,789 ― 

資 産 計 22,786,672 22,786,672 ― 

(1) ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 442,898 442,898 ― 
① 商 品 有 価 証 券 等 442,898 442,898 ― 

(2) 信 用 取 引 負 債 3,242,692 3,242,692 ― 
① 信 用 取 引 借 入 金 2,710,939 2,710,939 ― 
② 信用取引貸証券受入金 531,753 531,753 ― 

(3) 預 り 金 3,022,583 3,022,583 ― 
(4) 受 入 保 証 金 1,600,231 1,600,231 ― 
(5) 短 期 借 入 金 7,120,000 7,120,000 ― 
(6) 未 払 金 1,319,429 1,319,429 ― 

負 債 計 16,747,835 16,747,835 ― 
デリバティブ取引(*2)    
  ヘッジ会計が適用されていないもの 979 979 ― 

デリバティブ取引 計 979 979 ― 
    (*1) 信用取引貸付金、短期差入保証金及び短期貸付金については、これらに対応する 

一般貸倒引当金を控除しております。 
(*2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、 

合計で正味の債務となる場合は、△で示しております。 
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（注 1）金融商品の時価の算定方法 

   資 産 
(1) 現金及び預金、(5) 短期差入保証金、(6) 短期貸付金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当帳簿価額によっております。 
(2) 預託金 

  顧客分別金信託であり、顧客の意思による入出金等に基づいて金銭の預託が行われるこ

とから、短期間で決済されるとみなして帳簿価額を時価としております。 
(3) トレーディング商品及びその他有価証券 

トレーディング商品は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。その他有価証券は、合理的に算定された価格を時価としております。 
(4) 信用取引資産 

       顧客の信用取引に伴う顧客への貸付金と証券金融会社への担保金であり、前者は顧客の

意思による反対売買等により決済が行われ、後者は貸借取引業務において日々値洗いされ

る担保金であることから、短期間で決済されるとみなして帳簿価額を時価としております。 
 

負 債 
(1) トレーディング商品 

   取引所の価格によっております。 
(2) 信用取引負債 

顧客及び自己の信用取引に伴う証券金融会社からの借入金と顧客の信用取引に係る有

価証券の売付代金相当額であり、前者は貸借取引業務において日々値洗いされ、後者は

顧客の意思による反対売買等により決済が行われることから、短期間で決済されるとみ

なして帳簿価額を時価としております。 
(3) 預り金 

主として顧客から受け入れている預り金であり、当事業年度末に決済された場合の支 

払額（帳簿価額）を時価とみなしております。その他の預り金については短期間で決済

されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 
(4) 受入保証金、（5）短期借入金、（6）未払金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 
 

デリバティブ取引 
      取引所の価格によっております。 
 
 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
非上場株式 190,929 千円 
出資金 11,090 千円 

関係会社株式 50,000 千円 
関係会社出資金 332,125 千円 

市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、金融商品の時価情報「資産(3)②その他有価証券」には含まれて

おりません。 
 
 
Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 
 当社では、京都府において、賃貸用の宿泊施設等（土地を含む。）を有しております。 
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2. 賃貸等不動産の時価に関する事項             

貸借対照表計上額 時価 

120,183 120,183 

（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり

ます。 
（注2） 当期末の時価は、主として「取引事例比較法」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む）であります。 
 
 
Ⅷ 関連当事者との取引に関する注記 

1. 子会社等 

種類 会社等の名称 

議決権

等の所

有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
合同会社ＵＳプ

ロパティ 2 号 

(所有) 
直接 

100％ 

匿名組合

出資等 

投資収益 3,425 
関係会社 

出資金 
122,500 

債権の譲渡 
(注 1) 

236,748 未収入金 ― 

子会社 
合同会社ＵＳプ

ロパティ 3 号 

(所有) 
直接 

100％ 

匿名組合

出資等 

匿名組合への 

出資の償還 
42,500 関係会社 

出資金 
80,000 

投資収益 4,694 
債権の譲渡 

(注 1) 22,080 未収入金 ― 

債権の譲受 
(注 1) 217,904 未払金 ― 

（注1） 債権の譲渡・譲受については、債権が短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と

近似していることから、帳簿価額を基礎に決定しております。 
 

2. 個人主要株主 

種類 氏名 
議決権等

の所有（被

所有）割合 

関連当事者

との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員の近

親者及び

主要株主 
（個人） 

三田真梨子 
(被所有) 
直接 

21.01％ 

当社代表

取締役の

子 

資金の貸付 
(注 1) 

― 長期貸付金 476,508 

利息の受取

(注 1) 
6,750 未収収益 4,463 

（注2） 資金の貸付は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 
 
 
Ⅸ 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 3,053 円 30 銭 
1 株当たり当期純利益 168 円 49 銭 

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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